
事業

内　　　容

23年度活動見込成果指標

国立大学等の耐震化の推進 耐震化率
約89%

（見込み） 100%
活動指標

（アウトプット）
※上段（　）書きは予算措
置の累積に係る見込み「第３次国立大学法人等施設整備５

か年計画」における整備面積（耐震
化含む）

整備面積 － 約550万㎡

工期等については事前に確認しており、事業の迅速な着手・執行が可能
である。また、契約に当たっては原則一般競争入札を実施し、執行に当
たっては「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」など関係
法令に則り適正に取り扱うため、事業執行の透明性及び適切な進行管
理は確保される。

「復興への提言」や「東日本大震災からの復興の基本方針」の関連部分
（学校・試験研究機関の耐震化などの防災対策の推進や危機管理機能
のバックアップを図る。）を踏まえ、その事項の推進に寄与する事業であ
る。

被災地に所在する仙台高等専門学校における災害復旧であり、教育研
究活動に支障のないようできる限り早期の現状回復が必要で、優先度
が高い事業である。

耐震性の劣る建物の耐震化等、今後の災害に備えて早急な対応が求め
られる緊急性の高い事業を選定しており、国立高等専門学校施設の防
災対策において効果的といえる。

事業費の算定は、実勢単価等に基づき適正に行われ、かつ、工事内容
は必要最小限の範囲であることを事業費等の調書により確認・査定して
いるため、費用対効果及び効率性は確保されている。

国立高等専門学校機構の施設整備は国家的な資産を形成するもので
あり、毎年度国から措置される施設費をもって基本的な財源とすることと
されている。このため、国が災害復旧を含め、施設整備のための補助金
を交付しているところである。一方、交付を受けた国立高等専門学校機
構が事業の実施主体となり、民間業者と契約し、事業を遂行しており、役
割分担も明確である。

所期の目標を効果的に達成できるよう、高等教育や学術研究に携わる
関係局課と連携を図っている。また、「第３次国立大学法人等施設整備５
か年計画（文部科学大臣決定）」の推進に資する事業が大部分を占め、
計画性を持って遂行されている。

第４期科学技術基本計画
第３次国立大学法人等施設整備５か年計画

独立行政法人国立高等専門学校は、地域の重要な知的基盤・人材育成機関であるとともに、災害時には地域住民等の避難所として機能し
ている。このため、被災した施設・設備の復旧・整備のみならず、建物やライフライン等の防災機能の強化を図るなどにより、災害に強い教育
研究環境を実現する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

独立行政法人国立高等専門学校機構の施設整備を以下のとおり実施する。
１．被災した施設の災害復旧（緊急かつ大規模な復旧工事等）
２．今後の災害に備え早急に対応が必要な施設整備（建物の耐震化、災害時に教育研究活動を維持するための基盤整備）

（補助率：定額）

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

             1,210

当初 第１次補正 第２次補正

                   1,077                  -

23年度予算額
（単位：百万円）

第３次補正
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　　　　東日本大震災復興関連事業チェックシート
　　　　（平成２３年度第３次補正予算）

(文部科学省)

会計区分

事業名

計画課
計画課長
山下　治

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

―
関係する計画、

通知等

事業番号

事業開始・
終了(予定）年度

平成１６年度～

一般会計 施策名

担当課室

独立行政法人国立高等専門学校機構
施設整備に必要な経費

担当部局庁 大臣官房文教施設企画部

Ⅳ-1 大学などにおける教育研究の質の向上
Ⅳ-2 大学などにおける教育研究基盤の整備
Ⅸ-1 学術研究の振興

作成責任者

単位
（27年度）

活動指標 単位
目標値

23年度

             3,311

計

             1,024

算出根拠
（当初予算額　1,210百万円／事業数　5）

（第１次補正予算額　1,077百万円／事業数　7）
第3次補正予算要求額　1,024百万円／実施見込事業数　3

他の事業と整合的で、計画的に実施されるものとなっているか。

事業の迅速な着手・執行が可能であるか。事業の執行などの透明性が確保され、進
行管理が適切に行われるようになっているか。

費用対効果や効率性の検証が行われたか。

施設整備実施完了事業数

成果目標
（アウトカム）

事業所管部局による点検

国、自治体、事業実施者、民間等の役割分担などのあり方は明確か。

「復興への提言」及び「東日本大震災からの復興の基本方針」で示された諸原則や施
策の考え方との整合性がとられているか。

被災地のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

効果的な事業であるか（より高い効果をあげる手法の選択、類似事業等との役割分
担、客観的な将来見通しなど）。

項　　　目

（15）
3

当初（見込）　242（百万円／事業）
第１次補正（見込）　154（百万円／事業）
第３次補正（見込）　341（百万円／事業）

単位当たり
コスト
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